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１．はじめに 

 我が国では，戦後の急激な経済成長に伴い，昭和

25年以降人口は増加の一途であった．しかし，平成

20 年をピークに人口が減少傾向に転じている(総務

省，2018，2020)．将来は，我が国の総人口が令和 35

年に 1億人を割り，令和 47年には 8,808 万人となる

と推計されている(内閣府，2020)．一方で，世帯数は

人口の変動とは異なり，人口の減少が始まった平成

20年以降も増加し続け，1世帯当たり人員では平成

12年の 2.67 人から令和元年には 2.21 人と，20 年間

で 0.46 人減少している．さらに，令和 7 年には世帯

数の減少も見込まれ，現状のままでは公共サービス

の質を維持することが難しくなり，さらなる都市の

衰退を招く恐れがある． 

 国土交通省は対応策として，徒歩圏内に都市機能

を集約し人口を集積することを目指し「コンパクト・

プラス・ネットワーク」といった施策を講じている．

小スケールの市街地を形成することで，公共サービ

スや産業などの維持・向上を期待するものである． 

施策を進めるにあたり，中心市街地で空き地や空

き家が無作為に発生する「都市のスポンジ化」が課

題となっている．都市のスポンジ化による地域コミ

ュニティの低下や治安・景観の悪化は，人口の集積

を妨げる可能性がある．都市構造の変化が進む現在，

都市のスポンジ化に対応した中長期的な都市構造の

モニタリングが求められる． 

広域的な観点では，人口分布の偏りを表現した指

標を用いて，市町村単位で人口の集中度についての

特性を明らかにした例がみられる(沓澤，2016)．その

他，空き地と空き家の視点から都市のスポンジ化の

実態を明らかにした例がみられる(氏原，他，2016)．

これらは地域全体で貴重な情報を得るものであるが，

より詳細な地区単位の空間的な特性に関する研究は

未だ不十分である． 

そこで，著者らは人口や1世帯当たり人員の空間分

布に着目し，それぞれの空間的に低密な範囲を統計

的に定義，把握する手法を開発してきた(Kumagai et 

al. 2021，2022)．1世帯当たり人員の適用により，低

密な人口の範囲の広がりをより詳細に把握すること

も可能となった．しかし，人口と世帯数の空間特性
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の比較には至っていない．  

本研究では，著者らの手法を応用して世帯数の低

密な範囲の把握を試みるとともに，人口分布の適用

結果との比較を通じてその特性を明らかにする．さ

らに土地利用区分制度とそれらの関連性を明らかに

することを目的とする． 

 

２．対象領域および対象データの選定 

 対象領域として，香川県全域を採用した．香川県

では，平成 16 年に市街化区域・市街化調整区域の線

引き廃止が実施されており，その前後で常住人口の

変動が大きかったことが知られている．対象データ

として，香川県で線引き廃止後の平成 17 年度，平成

27年度の国勢調査・基本単位別集計の人口と世帯数

のデータを採用した．配布されたデータはポイント

形式で格納されている．本研究では 60m×60m のメ

ッシュ単位で格納されたポイントデータの人口と世

帯数をそれぞれ合計し，分析に使用した．  

 

３．空間的自己相関分析の応用 

3.1．空間的自己相関分析の概要 

 空間的自己相関分析は，地域内部における個々の

局所的なクラスターや地域パターンを探索するため

に開発された手法である．距離パラメータ𝑑の重み

係数𝑤𝑖𝑗(𝑑)をもつ局所的な空間的な自己相関測度

𝐺𝑖(𝑑)は点𝑖の𝑑領域内に位置する点の属性値𝑢𝑗の合

計値を全地域の点属性値𝑢の合計値で割った比率で，

分布パターンのローカルな空間的相関をはかる非集

計的統計量である．𝐺𝑖 (𝑑)は式(1)で定義される．ただ

し，𝑢𝑖は正の値のみに適用可能である．  

式(2)により，𝐺𝑖(𝑑)の大小によって半径𝑑の領域内

における人口の多い箇所の集中度を測定することが

でき，空間分布に存在するクラスターの抽出が可能

になる．ただし， 𝐸[𝐺𝑖(𝑑)]は期待値を， 𝑉𝑎𝑟[𝐺𝑖 (𝑑)]

は分散を意味する． 

正に大きい𝑧𝑖(𝑑)値は，点𝑖の半径𝑑の領域内に位置

する点𝑗の𝑢𝑗に大きな値が多い状態を意味する．一方，

負に大きい𝑧𝑖(𝑑)値は，𝑢𝑗に小さな値が多い状態を意

味する．この式(2)に人口とともに，世帯数も適用す

ることで，それぞれの多い箇所が集中している範囲

と少ない範囲が集中している範囲を抽出した．  

 

3.2．異なる距離パラメータでの空間的自己相関分析

の適用 

空間的自己相関分析での距離パラメータ𝑑につい

ては，徐々に局所範囲を変化させることで様々な空

間クラスターが得られることを指摘した例がある

(熊谷，他，2008)．本研究では，同様に距離パラメー

タ𝑑の値を変化させながら空間的自己相関分析を実

施し，検定統計量𝑧𝑖(𝑑)を基に有意水準を 10%として

「正の空間的自己相関あり」，「空間的自己相関なし」，

「負の空間的自己相関あり」の 3種類に判別する． 

 

3.3．分析結果に基づいた距離パラメータの決定 

 判別された範囲を用いて面積比を距離パラメータ

𝑑ごとに算出し，隣り合う距離パラメータ𝑑との変化

量を得た．本研究では，最小の距離パラメータ

𝑑𝑚𝑖𝑛(90m)から，面積の変化量が収束した距離パラメ

ータまでを空間的自己相関分析の適用範囲とする．

収束の条件として距離パラメータ𝑑を変化させた際

に，「正の空間的自己相関あり」と判定された範囲と

「空間的自己相関なし」と判定された範囲の差分が，

ともにウィンドウ処理に生じる未処理の範囲の差分

の 1%以下となったときに収束したと判断し，その

時点での距離パラメータを最大値𝑑𝑚𝑎𝑥として扱う

こととした． 

 

3.4．人口と世帯数が集積する不確定な範囲の定義 

𝑑𝑚𝑎𝑥で「正の空間的自己相関あり」と判定された

地点𝑖について，図-1 のように𝑑𝑚𝑎𝑥−1，𝑑𝑚𝑎𝑥−2,...と距

離パラメータを下げながら「正の空間的自己相関あ

り」と判定されたかを段階的に検査していく．この

とき，距離パラメータ𝑑𝑘で「正の空間的自己相関あ

り」と判定されなくなれば，そのメッシュ𝑖の中心か

ら半径𝑑𝑚𝑎𝑥～𝑑𝑘+1では高い局所人口が集まってい

𝐺𝑖(𝑑) =
σ 𝑤𝑖𝑗(𝑑)𝑢𝑗𝑗

σ 𝑢𝑗𝑗
        𝑖 ≠ 𝑗 式(1) 

𝑧𝑖(𝑑) =
𝐺𝑖(𝑑) − 𝐸[𝐺𝑖 (𝑑)]

ඥ𝑉𝑎𝑟[𝐺𝑖 (𝑑)]
 式(2) 
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たことを意味するが，半径𝑑𝑘以内と限定した場合に

はそれが保留される．このときの半径𝑑𝑘の範囲内で

は人口が低密に分布している可能性があり，半径𝑑𝑘

を ASP(Ambiguity of Spatial scale in a densely Populated 

area：高人口集積内空間不確定量)と定義した．また，

世帯数も同様に，半径𝑑𝑘以内と限定した場合には，

高い局所世帯数が集まっていたかは保留される．こ

のときの半径𝑑𝑘を ASH (Ambiguity of Spatial scale in 

higher local Households：高世帯数内空間不確定量)と

定義する． 

 例えば ASPの狭い地点をみた場合，距離パラメー

タ𝑑𝑚𝑎𝑥から小さい値(𝑑𝑘+1)までの人口の多い地点が

集約していると判定されるが，ごく狭い𝑑𝑘の範囲内

において人口の多い地点が集約しているとはいえな

い．ASPの広い地点は，少なくとも距離パラメータ

𝑑𝑚𝑎𝑥のような広域的には人口の多い地点が集約し

ているとみなせるものの，距離パラメータ𝑑𝑘の範囲

内からは人口分布に何かしらの違いがあったことを

意味する． 

ASP と ASH を合わせて分析するにあたって，同

地点での距離パラメータが n および m のとき，

 𝐴𝑆𝑃𝑛 = 𝐴𝑆𝐻𝑚となった場合は，人口と世帯数の低

密な範囲が同様の発現傾向であることが示唆さ

れ，人口と世帯数の分布状態に偏りが少ない可能

性が考えられる．𝐴𝑆𝑃𝑛 > 𝐴𝑆𝐻𝑚の場合，世帯数よ

りも人口の低密な範囲が大きいことを意味し，

𝐴𝑆𝐻𝑚内よりも𝐴𝑆𝐻𝑚 − 𝐴𝑆𝑃𝑛の円環内で 1 世帯当た

り人員が少ない状態にある可能性が考えられる．

𝐴𝑆𝑃𝑛 < 𝐴𝑆𝐻𝑚の場合，人口よりも世帯数の低密な

範囲が大きいことになり，𝐴𝑆𝑃𝑛内よりも𝐴𝑆𝐻𝑚 −

𝐴𝑆𝑃𝑛の円環内で 1世帯当たり人員が大きい状態にあ

る可能性が考えられる．以上の観点から，人口と世

帯数の空間分布の特徴を調査した． 

 

４．分析結果 

4.1．人口分布の空間的特徴の把握  

 図-2 に平成 17 年と平成 27 年の香川県における

ASPを示す．ASPの最大値は平成 17年と平成 27年

でともに 870m(𝐴𝑆𝑃870)となった． 

図-2より人口の低密な範囲が狭いことを示す緑色

が広範囲に発現していることが確認された．その周

辺部では人口の低密な範囲が広いことを示す赤色も

図-2 ASPの分布 

(1) 平成 17年度 

(2) 平成 27年度 

𝐴𝑆𝑃90 

𝐴𝑆𝑃870  

正の相関なし 

10  5  0    10 km 

図-1 ASPの概念図 

「正の空間的相関あり」と判定された 

距離パラメータ𝑑𝑚𝑎𝑥，𝑑𝑘+𝑛൫𝑛 = 1,2, ⋯ 

, 𝑚𝑎𝑥 − 𝑘 − 1൯の範囲 

「正の空間的相関あり」と判定されなくなった 

距離パラメータ𝑑k(=ASP)の範囲 

局所人口 

少 多 
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確認された． 

 

4.2．世帯数分布の空間的特徴の把握 

図-3 に平成 17 年と平成 27 年の香川県における 

ASHを示す．ASHの最大値は平成 17年と平成 27年

でともに 690m(𝐴𝑆𝐻690)となり，ASPよりも小さな値

を示した． 

図-3より世帯数の低密な範囲が狭いことを示す緑

色が広範囲に発現しており，その周辺部では世帯数

の低密な範囲が広いことを示す橙色が分布している． 

 

4.3．人口と世帯数分布の空間的特徴の把握 

4.1節および 4.2節の人口と世帯数の低密な範囲の

関連性を図-4のバブルチャートに集計した． 𝐴𝑆𝑃𝑛 =

𝐴𝑆𝐻𝑚に該当する地点数は両年度ともに全体の約

75%占めた．多くの地点で人口と世帯数の低密な範

囲が等しいことがわかった．次いで地点数の割合が

多かったのは𝐴𝑆𝑃𝑛 < 𝐴𝑆𝐻𝑚で，両年度ともに約 17%

を占めた．人口よりも世帯数の低密な範囲が大きい

ことを示す地点数の割合が多く，𝐴𝑆𝑃𝑛内よりも

𝐴𝑆𝐻𝑚 − 𝐴𝑆𝑃𝑛の円環内で 1 世帯当たり人員が多い可

能性のある地点がある程度拡がっていることが示唆

される． 

 

4.4．経年変化における人口と世帯数分布の空間的特

徴の把握  

 平成 17年度から平成 27年度にかけて，人口と世

帯数の低密な範囲がどのように変化しているかを図

-5のバブルチャートに示した．なお，変化の様子を

把握するため，図-5 ではΔASP=0 かつΔASH=0 の

ケース(グラフの原点)の度数は表示していない．ま

た ，  −540(m) < ∆ASP < 540 (m ， −540(m) <

∆ASH < 540(m)の範囲絞って表示している． 

多くの地点で∆ASP = ∆ASHを示していることが

分かる．非表示としたΔASP=0かつΔASH=0 のケー

𝐴𝑆𝐻90 

𝐴𝑆𝐻690 

正の相関なし 

図-3 ASHの分布 

(1) 平成 17年度 

(2) 平成 27年度 

10  5  0    10 km 
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図-4 ASPと ASHの組み合わせごとの
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スが 36.5％，それを含めた∆ASP = ∆ASHのケースが

64.6％であった．このことから，人口と世帯数の低密

な範囲が連動して変化していることが示唆される．

一方で∆ASP ≠ ∆ASHであった地点数の割合は 35.4%

であり，人口と世帯数の低密な範囲の変化が異なっ

ていることから，1 世帯当たり人員の増減が発生し

ていたと判断できる． 

 

4.5．土地利用区分制度における人口と世帯数分布の

空間的特徴の把握 

香川県は平成 16 年に線引き制度が廃止された.そ

こで旧市街化区域と旧市街化調整区域における人口

と世帯数分布の低密な範囲の広がり方から，それぞ

れの空間特性を分析する． 

図-6 では，4.3 節の平成 17年度，平成 27 年度に

おける人口と世帯数の低密な範囲の差を中讃後期都

市計画区域から高松広域都市計画区域(香川県，

2021)に拡大して，地図上に可視化させた． 

図-6より，両年度ともに広範囲にわたって灰色が

確認されたことから同等の人口と世帯数の低密な範

囲が発現していることがわかる．旧線引き区域に着

目すると旧市街化区域では，局所的に薄い黄色から

水色が確認され，人口と世帯数の低密な範囲の違い

が小さいことが示唆された．一方で旧市街化調整区

域では，両年度ともに広範囲にわたって灰色が確認

された.加えて𝐴𝑆𝑃𝑛 < 𝐴𝑆𝐻𝑚を示す濃い黄色から赤

色の地点や𝐴𝑆𝑃𝑛 > 𝐴𝑆𝐻𝑚を示す濃い黄緑色から水

色といった多様な空間パターンが確認された．旧区

域外でも旧市街化調整区域と同様の発現傾向が確認

された．ASP と ASH の差が大きい地域は，正の空

間的自己相関ありと判定された領域の外縁部で発現

しており，山林などの土地利用状態が影響したこと

で人口と世帯数の低密な範囲の発現傾向が異なった

可能性が考えられる． 

 

4.6．土地利用区分ごとの人口と世帯数分布の空間的

特徴の変化 

図-7 は，4.4節の平成 17 年度から平成 27 年度に

おける人口と世帯数の低密な範囲の変動を 4.5 節と

同様の地域で地図上に可視化した．凡例では，横軸

に ASP の変化，縦軸に ASH の変化とした上で，原

点を中心とした色相環を基本とし，原点から離れる

図-5 各 ASPと ASHの経年変化を示す地点数 

∆ASP 
(ｍ) 

∆ASH(ｍ) 

+300 +540 
-540 -300 

-300 

-540 

+540 

+300 

地点数(点)    1000       2000 

図-6 ASPと ASHの差 

行政区域 

旧市街化区域 

旧市街化調整区域 

𝐴𝑆𝐻𝑛 − 𝐴𝑆𝑃𝑚(m) 

-780 

+600 

±0 

(1) 平成 17年度 

(2) 平成 27年度 

7 3.5  0      7km 
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に連れて彩度を大きくしたカラーチャートで該当箇

所を示している．4.5 節では，人口と世帯数の低密な

範囲の違いを可視化することにより，空間特性を明

らかにしてきた．ここではそれらの経年変化を地図

上に可視化することにより，人口と世帯数の低密な

範囲がどのような箇所で拡大・縮小しているのか明

らかにする． 

図-7より，旧市街化区域では ASPと ASHの変化

量が小さいことを示す灰色が広く分布していること

がわかる．人口と世帯数の低密な範囲に大きな変動

が生じていない可能性がある．旧市街化調整区域で

は，図-7凡例の人口と世帯数の低密な範囲が縮小し

ていたこと示す緑色が広く確認された．旧区域外の

市街地では，広範囲で ASPと ASH の変化量が小さ

いことを示す灰色が広く確認され，人口と世帯数の

分布状態に大きな変動がなかったことが示唆された．

一方で局所的に図-7 凡例の第 1象限，第 3象限とい

った色のまとまりも確認でき，人口と世帯数の低密

な範囲が同様に増減していることが示唆された．人

口と世帯数の低密な範囲がともに減少していること

を示す第 1象限の色のまとまりが確認された地域で

は，空港跡地の開発や新興住宅地の設備が関連して

いる可能性がある．人口と世帯数の低密な範囲がと

もに拡大していることを示す第 3象限では，古い住

宅地や駅周辺といったさまざまな場所で発現してい

ることが確認された． 

 

５．おわりに  

 人口と世帯数に空間的自己相関分析を応用させた

ことで，香川県全体の約 75％の地域で人口と世帯数

の低密な範囲は同様の傾向を示すことが確認された．

単年における人口と世帯数の低密な範囲を比較する

ことで，地域特性を可視化することができた．経年

変化では，線引き廃止後の人口と世帯数の低密な範

囲の移り変わりを可視化することができた．旧線引

き制度に着目すると，旧市街化区域内では，人口と

世帯数の低密な範囲の発現傾向に大きな差はみられ

なかった．一方で旧市街化調整区域および旧区域外

では，局所的に人口と世帯数の低密な範囲にばらつ

きが大きい地域が多く発現し，市街地の発展または

衰退といった現象が発生している可能性が示唆され

た． 
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